












DX戦略における取り組みの概要

DXグランドデザイン
デジタルの活用並びにDXは当社グループにおける重要戦略課題であり、長期的なDX推進の考え方として「DXグランドデ

ザイン」を策定し、2023年1月に公開しています。（https://www.shi.co.jp/info/2023/6kgpsq000000lsn6.html）
DXビジョン（目指す姿）は「デジタルの力で、世界中の現場を快適に、携わる人々を幸せに」、DXミッション（日々遂行

すること）としては「オモイをつなげる」です。「オモイをつなげる」は、各種デジタル技術を通じて、製品・プロセス・人を
「データや情報でつなげ」、空間・時間の「分断」や知能の「限界」などの「GAP」を解消することの、象徴的な表現です。また、
当社グループのDXは、グループ全体で各種資本および資産を形成・蓄積しながら進化するものと捉え、これをDXバリュー
やDXイネーブラーとして表現しています。

DX戦略

DX戦略

DX戦略における取り組み概要

2030年のあるべき姿および中計26の基本方針「強靭な事業体の構築」実現に向けて、DXグランドデザインに基づいた
DX戦略を策定しています。DX戦略における「DX活動指針」がDXグランドデザインのDXビジョンおよびDXミッション
に対応し、「主要なDX推進活動」がDXバリューおよびDXイネーブラーの形成・蓄積に結び付いています。

DX活動指針では3つの項目（業務プロセスの高度化・簡素化、一流商品・サービスの創出、企業の社会的責任の遂行）、
主要なDX推進活動では4つの項目（グループITガバナンス、DX人材育成・マインド醸成、デジタル基盤＆環境整備、DX
プロジェクト推進活動）を掲げ、実現に向けた具体的なテーマやKPIなどを策定し、取り組みを強化しています。

住友重機械グループのDX戦略

コア技術で豊かな社会を支え、CSVを実現する企業

事業収益力の強化 社会問題の解決

2030年のあるべき姿
中期経営計画2026 

基本方針 
「強靭な事業体の構築」

DXビジョン：デジタルの力で、世界中の現場を快適に、携わる人々を幸せに

企業の社会的責任の遂行

環境・安全対策

DXプロジェクト推進活動

DX人材育成・マインド醸成 デジタル基礎＆環境整備

グループITガバナンス

DX活動指針
（価値創出の方向性）

主要なDX推進活動

業務プロセスの高度化・簡素化

従業員一人ひとりに対する
デジタルツール／データ活用促進

バリューチェーンの変革

一流商品・サービスの創出

稼働機械IoTによる顧客サービス向上

データ／AIによる環境認識 
および機械制御の進化

「DX活動指針」のうち特に重要な「一流商品・サービスの創出」について、具体的な成果が見られています。また、「主要
なDX推進活動」を通じたDXバリューおよびDXイネーブラーの形成・蓄積も着実に進んでいます。一方、「X（変革）」と呼
べるレベルのアウトカム創出はこれからの課題であり、DXプロジェクト推進活動に力を入れています。今後も当社グルー
プはDXグランドデザインのもとで一丸となり、デジタルの力による企業変革を推し進めていきます。

具体的な成果と今後の課題

分 

類
DX

活動指針
セグ

メント メカトロニクス インダストリアル  
マシナリー ロジスティックス & コンストラクション エネルギー &  

ライフライン

サ
ー
ビ
ス

稼働機械loT
による

顧客サービス
向上

対応機種 減速機 射出成形機 運搬荷役機械 油圧ショベル フォークリフト CFBボイラ 船 舶

名称 状態監視システム
ソリューション i-Connect※ SIRMS※

（サームス）
G@Nav※

（ジーナビ） SNLink IZANA※ AVEDAS※

商 

品

データ／AI
による

環境認識
および

機械制御の
進化

対応機種 駆動制御
システム

レーザ
アニール

RTG（タイヤ式
門形クレーン）

クローラ
クレーン 油圧ショベル ─ ─

名称
高速データ

ロガーユニット
「GW 011」

ウェハ表面の
リアルタイム

加工監視

ARTG
（遠隔・自動化

RTG）

起立外観検査 
「C-SAI」※

周囲監視システム  
「ARGUS」※ 
（アルゴス）

お知らせ機能付き 
周辺監視装置
「FVM2」※

衝突軽減 
システム付きFVM 

「FVM2+」※ 
「FVM3」※

─ ─

商品・サービスDXにおける成果の事例

住友重機械グループのDXグランドデザイン

DXイネーブラー
（蓄積し活かすべき資産） 技術 人プラットフォーム データ 組織・プロセス

DXバリュー
（私たちの価値観） 技術重視 顧客第一 変化への挑戦 人間尊重

企業使命 誠実を旨とし、あらゆるステークホルダーから
高い評価と信頼を得て、社会に貢献します。

一流の商品とサービスを世界に提供し続ける
機械メーカーを目指します。

DXビジョン
（目指す姿） デジタルの力で、世界中の現場を快適に、携わる人々を幸せに

DXミッション
（日々遂行すること） 空間を一如に

距離の課題（GAP）を解決
時間を一如に

時間遅延の課題（GAP）を解決
知能を一如に

人間知能の限界の課題（GAP）を解決

オモイをつなげる 製品をつなげる、プロセスをつなげる、人をつなげる

カテゴリ 項  目 DX活動指針の細目 項目の説明 具体例・補足説明 など

DX活動
指針

業務プロセスの
高度化・簡素化

●バリューチェーンの変革
●社員一人ひとりに対する 

デジタルツール／データ活用促進

品質の高い商品・サービスを安く
迅速にお届けするための
デジタル取り組み

●エンジニアリングチェーンの変革
●Microsoft 365徹底活用、 BIツール活用

一流商品・
サービスの

創出

●稼働機械IoTによる顧客サービス向上
●データ／AIによる環境認識 

および機械制御の進化

データの収集・蓄積・分析・活用
などにより商品・サービスを
一流化するデジタル取り組み

●ビッグデータ／IoT／AIなどを活用した
サービス、商品の創出

企業の
社会的責任の

遂行
●環境・安全対策 メーカーとして遂行すべき環境や

安全のデジタル取り組み
●カーボンフットプリント削減、 

セキュリティ対策

主要な
DX推進

活動

グループIT
ガバナンス ─ 企業グループIT/DX経営推進に

向けた体系的な取り組み
● 経営、事業、 IT部門3者によるIT／DXガバ

ナンス・マネジメントの仕組み構築・運用

DX人材育成・
マインド醸成 ─

デジタル活用やDXの自分ゴト化、
スキル獲得、行動促進に向けた
取り組み

● 教育（全社DXリテラシー教育、SHIオープ
ンカレッジ、専門技術教育など）の充実化

● 社内ポータル・コミュニティによる学び合い

デジタル基盤＆
環境整備 ─ 各種デジタル基盤と

その活用環境を整備する取り組み

●SHICuTe（IoT推進基盤）※

●SHI Datalink（データプラットフォーム）
●Microsoft 365（情報共有基盤）

DXプロジェクト
推進活動 ─ 事業DXプロジェクトの促進に向けた、

関連部署が協業する取り組み
●DXプロジェクト支援活動
● IoT推進活動

※SHICuTeは、住友重機械工業（株）の登録商標です。

※i-Connectは、住友重機械工業（株）の登録商標です。SIRMSは、住友重機械搬送システム（株）の登録商標です。C-SAIは、住友重機械建機クレーン（株）の登録商標です。ARGUSは、住友重機械建機ク
レーン（株）の登録商標です。G@Navは、住友建機（株）の登録商標です。FVMは、住友重機械工業（株）の登録商標です。IZANAは、住友重機械工業（株）の登録商標です。AVEDASは、住友重機械マリ
ンエンジニアリング（株）の登録商標です。

「住友重機械工業 DX」 https://www.shi.co.jp/company/DX/index.html

DX活動指針
（価値創出の

方向性）

主要なDX
推進活動
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当社グループは、お客様に満足いただける高品質で安全、安心な商品･サービスを安定供給し、社会に貢献することが責
務であると考えています。そのため、グループ共通の品質方針を制定するとともに、サステナビリティ重要課題の一つとし
て「製品品質の確保」を設定し、グループ全体で製品安全と品質の確保に取り組んでいます。「製品安全」については当社グ
ループの製品特性と製品とお客様が多岐にわたるため、製品に応じて製品安全の確保を進めています。

監査を通じた品質マネジメントシステムの進化

事業部門ごとにISO9001などの品質マネジメントシステム※（QMS）の認証取得を進
めています（2024年末時点で当社グループ主要製造事業部門の約96%で取得完了）。ま
た、内部監査として、各事業部門の内部監査に加え、当社グループの品質を主管する本
社経営品質本部が各事業部門に対しQMS監査を年1回の頻度で実施しています。加えて、
社長が毎年主要な拠点を巡回し、製造現場の視察や、品質課題や製造課題に関し事業責
任者と対話を行い、品質マネジメントプロセスの進化を促進しています。
※宇宙航空に特化したJIS Q 9100、医療機器に特化したISO13485などの品質マネジメントシステムを含む

教育体系の整備

当社グループは、製品安全と品質の確保は全社員が高い意識を持つべき重要な課題と位置付け、原則、すべての新入社員
（新卒採用、キャリア採用）に対し入社時に品質管理教育を実施しています。また、国際的に認知されたプロセス改善手法
である「シックスシグマ」を当社グループ共通の品質変革フレームワークとして導入し、その考え方をグループ内に浸透さ
せるため、実践的教育を毎年行っています。2024年度は79名がシックスシグマに関する教育を修了しました。

品質コンプライアンスの徹底

当社グループ社員が遵守すべき各種法令や具体的な行動指針などをまとめた、コンプライアンスマニュアルの中に「品質
管理における不適切行為の禁止」の項目を設け、グループ内で品質コンプライアンスの徹底を図っています。また、過去に
発生した品質管理における不適切行為の再発防止策として、品質管理プロセスや品質監査体制の強化、コンプライアンス教
育によるコンプライアンス推進強化などに継続的に取り組んでいます。

製品事故など発生時の報告フロー

万一、当社グループ納入製品に起因する人身･火災事故などの重大な事故が発生した場合、経営トップへの速やかな連絡、
正確な情報の把握、迅速かつ的確な対応を行うため、「住友重機械グループ緊急事態連絡要領」にて報告の手順、フローを
定めています。

社長による製造現場の視察

全世界に一流の商品とサービスを供給する生産体制

伸ばす事業への重点投資

製品安全と製品品質の確保

当社グループは､ 多様化する顧客ニーズや需要変動に適切に対応するため､ 強固で最適な生産体制の構築を追求していま
す。仕向け地などを考慮した適切なグローバル生産拠点の構築に加え､ 新工場建設による生産能力増強､ 自動化･省人化や
レイアウト改善などによる生産効率の改善に継続的に取り組んでいます。

2024年を初年度とする中計26では総額1,900億円の設備投資
を計画しています。中でも重点投資領域である「ロボティクス・自
動化」「半導体」「先端医療機器」「環境・エネルギー」に対して3カ
年で、800億円の投資を実施する予定です。
※実績はキャッシュアウトベース､予想は決定ベース

製造資本

当
事
者
※

2025年4月に開所した 
技術研究・創発棟 　 
Cs’‐Lab＋

※住友重機械本社､製造所､支社､事業部（国内･海外関係会社含む）、本社管轄関係会社（国内･海外関係会社を含む）が対象

当
該
事
業
部
門
長
※

人事本部長

総務本部長

内部統制本部長

本社役員

社 長

関連部門長
（法務室長､IR広報部長､経営品質本部長 など）

日 本

35拠点
1 13 10 8 3

欧 州

35拠点
16 12 0 7 0

北 米

16拠点
4 3 6 2 1

アジア

41拠点
17 10 6 7 1

オセアニア

1拠点
1 0 0 0 0

中南米

11拠点
8 1 1 1 0

【凡例】 …メカトロニクス  …インダストリアル マシナリー  …ロジスティックス & コンストラクション  …エネルギー & ライフライン  …その他

【メキシコ】 変減速機工場

【インドネシア】 油圧ショベル工場

【イタリア】 モータ工場

【フィンランド】 ボイラ関連工場

【ドイツ】 射出成形機工場
【米国】 油圧ショベル
カスタマーエクスペリエンスセンター

18社うち国内主要製造子会社139社国内外総拠点数 27社うち海外主要製造子会社

製造および販売拠点のグローバル展開

住友重機械本社
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ロジスティックス ＆
コンストラクション

インダストリアル 
マシナリー

メカトロニクス

エネルギー ＆
ライフライン

67.2%

65.1%

58.8%

45.7%

10025 50 750

地域別売上高
構成比

その他 5.1%

ヨーロッパ

日 本

北 米

アジア

中 国

40.5%

21.8%

12.2%

12.1%

8.4%

連結売上高
10,711億円

ロジスティックス & コンストラクション

エネルギー & ライフライン

メカトロニクス

インダストリアル マシナリー

グローバル展開（地域統括会社と地域別売上高（単位：億円）） 地域別売上高構成比率（2024年度） 各セグメント別の海外売上高比率

セグメントハイライト

住友重機械グループは、4つの主力セグメントを有し、2030年のあるべき姿および中計26の実現に向けて、事業ポー
トフォリオの改革などを通じた「稼ぐ力」の強化を進めています。

◆ 変減速機事業　◆ 極低温冷凍機事業　◆ 精密機械・制御機器事業　
◆ 産業用制御システム事業

主要事業

◆ 減速機　◆ モータ　◆ インバータ　◆ 極低温冷凍機　
◆ 精密位置決め装置

主な製品

◆ 建設機械事業　◆ 物流機械事業
主要事業

◆ 不動産、ソフトウェアなど
主要事業

◆ 油圧ショベル　◆ 道路機械　◆ 建設用クレーン　
◆ 産業用クレーン　◆ 物流システム　◆ フォークリフト

主な製品

◆ プラスチック加工機械事業　◆ 半導体製造装置事業　
◆レーザアニール装置事業　  ◆ 医療機器事業　
◆ 産業機器・鍛造プレス事業　 ◆ 産業機械・集塵装置・精密空調事業
◆ 精密研削盤・クーラント処理装置事業

主要事業

◆ プラスチック加工機械　◆ 精密部品　◆ 半導体製造装置　
◆レーザアニール装置　◆ 医療・先端機器・加速器　◆ プレス　
◆ 産業機器　◆ 環境機器　◆ 工作機械　◆ 防衛装備品

主な製品

◆ エネルギープラント事業　◆ 水処理プラント事業　
◆ タービン・ポンプ事業　　 ◆ 船舶事業

主要事業

◆ エネルギー環境装置　◆ 水処理装置　◆ タービン･ポンプ　
◆ 反応容器･化学装置　◆ 食品機械　◆ 船舶　
◆ 洋上風力発電の基礎構造物など

主な製品

36.6%

17.0%

23.9%

45.9%

6.9%

21.2%

22.3%

21.8%

10,711億円

売上高

551億円

営業利益

5.1%

営業利益率

売上高 3,925億円 ／ 営業利益 253億円（営業利益率 6.4%）

売上高 62億円 ／ 営業利益 20億円（営業利益率 ─%）

売上高 1,820億円 ／ 営業利益 38億円（営業利益率 2.1%）売上高 2,340億円 ／ 営業利益 123億円（営業利益率 5.2%）

売上高 2,564億円 ／ 営業利益 117億円（営業利益率 4.6%）

SHISHI--USAUSA

SHISHI-Indonesia-Indonesia

SHISHI-Thailand-Thailand
SHISHI--ChinaChina

SHISHI--IndiaIndia

SHISHI--EuropeEurope

北 米北 米
2023 2026

2,634
3,100

（年度）アジアアジア
2023 2026

1,797 2,100

（年度）

欧 州欧 州
2023 2026

1,628 1,900

（年度）

2024年度
（2024/12期）

外側は売上高構成比
内側は営業利益構成比

その他

重点投資領域
基盤事業領域
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・半導体・先端技術コンポーネント
　精密位置決め装置、クライオポンプ、真空ロボットで、営業・サービスのシナジーをグローバルで追求します。具体的には、
顧客と密接な関係を築き、さまざまなソリューションを提供することや、生成AIやパワー半導体などの新たな最先端分野
のニーズに応えることで、グローバルでの競争力を高め、事業拡大を目指します。

・電機制御/ロボティクス・自動化
減速機事業の主要市場の一つである搬送物流市場では、求められる機能が時代とともに高度化しています。それらの変化

に、当社は電機制御/ロボティクス・自動化領域での強みを活かし以下の対応をしていきます。

搬
送
物
流
市
場
の
変
化

～2020年 ～2026年 ～2030年

省エネ・高効率化
•省エネ（高効率対応）
•ギヤレスビジネス（VFD、モータ）
•診断機能（予防・予知保全）
•分散制御

一括大量生産
自動倉庫の台頭
FA自動化、産業ロボット登場

一括大量生産
自動倉庫の台頭
FA自動化、産業ロボット登場

求められていること求められていること

当社の対応当社の対応

EC、多品種小ロット化
CO2削減、業務効率化
高密度集積

EC、多品種小ロット化
CO2削減、業務効率化
高密度集積

人手不足の深刻化
物流ロボットの登場
人手不足の深刻化
物流ロボットの登場

マテハン機器との連携
アプリケーション特化
マテハン機器との連携
アプリケーション特化

全自動化と知能化
自律協調制御
全自動化と知能化
自律協調制御

・ 高速化・ 省エネ（高効率規制）
・処理能力向上
・ 高速化・ 省エネ（高効率規制）
・処理能力向上

・省人化・ 柔軟性
・ 物流ロボット台頭
・ 安全規格

・省人化・ 柔軟性
・ 物流ロボット台頭
・ 安全規格

・自動化・ システムとの連携・ アプリ特化対応
・ 自動化サポート
・自動化・ システムとの連携・ アプリ特化対応
・ 自動化サポート

システム連携・知能化
•デジタルツイン・MBD
•システム連携
•知能化（センシング・AI)
•最適制御サポート
•高度・自律協調制御
•グループ内シナジーの発揮
  （冷凍機、制御、物流機械）

小型精密モジュール化
センシング・AI一体化
•パッケージ・モジュール
•モータ商品群拡充

先端半導体製造プロセス

半導体向け製品群

レジスト塗布 露光 洗浄 検査 後工程
イオン注入
（不純物注入）

レーザアニール
（熱処理）

CVD・スパッタ
（薄膜形成）

精密位置決め装置 クライオポンプ クライオポンプ 精密位置決め装置 精密位置決め装置

真空ロボット 真空ロボット

真空ロボット

クライオポンプ

精密位置決め装置 真空ロボットクライオポンプ

■事業戦略
「電機制御/ロボティクス・自動化」では、高い需要が見込まれる搬送物流業界向けを中心に対応を進めます。「半導体・先

端技術コンポーネント」分野では、セグメント内でシナジーを発揮し、グローバル主要顧客への展開を目指します。

■2024年度業績と2025年度見通し
2024年度は、国内では中小型の減速機の需要が堅調に

推移しましたが、欧州および中国において減速機やモータ
の需要低迷が続いたことに加え、半導体関連の需要が減少
したことから、受注高は2,420億円、売上高は2,564億
円となりました。営業利益は、売上の減少により117億円、
営業利益率は4.6％となりました。

2025年度の受注高は、国内および欧州での市況回復に
加え、半導体関連の需要回復を背景に、前年度比で増加し
2,680億円を予想しています。売上高は2,760億円、営
業利益は150億円を予想しています。

■受注高、売上高および営業利益推移

■2025年度業績予想と中計数値目標

■中計26基本戦略

電機制御/ロボティクス・自動化（制御システムやモー
ションコンポーネントなど）、半導体（極低温冷凍機/クラ
イオポンプ、精密位置決め装置など）の重点投資領域にお
いて成長に向けた積極投資を実施します。加えて、機種の
統廃合や事業間シナジーの創出などを通じて、基盤事業領
域であるインストールベースのギヤモータとギヤボックス
における収益構造の転換と収益力の強化を図り、数値目標
の実現を目指します。

■2030年目指す姿

重点分野である電機制御、ロボティクス、半導体への積極投資、規模拡大と従来のギヤビジネスの収益強化をもとに、
メカトロイノベーションとドライブソリューションで社会・顧客の課題解決を目指します。

■事業ポートフォリオイメージ

億円 %受注高億円 売上高
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※2022年度、2023年度はセグメント構成事業の組み替え前の数値
　（▶P25 「セグメント構成事業の組み替え」参照）
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「中期経営計画2026」基本戦略
⚫ 重点投資領域：成長・高収益分野の規模拡大、ターゲット市場

への拡販強化
⚫基盤事業領域：ギヤモータ事業の収益力強化、サービス拡大

メカトロニクスセグメント
メカトロニクス
セグメント長
専務執行役員

土屋 泰次

メカトロイノベーションとドライブソリューションで社会・顧客の課題解決に貢献

　半導体・先端技術コンポーネント
　• 拡大する市場での競争力強化  •精密位置決め装置のグローバル展開電機制御/ロボティクス・自動化

重点投資領域

半導体・先端技術コンポーネント
重点投資領域

ギヤビジネス
基盤事業領域

    
■重点投資領域
　電機制御/ロボティクス・自動化
　• ラファート社、インバーテック社による既存事業拡大と収益力改善
　• 狙いの市場である搬送物流、HVAC+R（暖房、換気、空調、および冷凍・
      冷蔵）などでのギヤビジネスとの協業によるソリューション事業の拡大

■基盤事業領域
   ギヤビジネス
　• インストールベースビジネス拡大  • 収益改善のための価格改定と機種の統廃合2023年

収益性

2026年 2030年

2024年度 2025年度予想 2026年度目標
受注高（億円） 2,420 2,680 2,950
売上高（億円） 2,564 2,760 2,950

営業利益（億円） 117 150 240
営業利益率（％） 4.6 5.4 8.1

ROIC（％） 4.5 5.2 8.0

重点投資領域 基盤事業領域
電機制御/ロボティクス・自動化 半導体・先端技術コンポーネント ギヤビジネス

強み
⚫ 幅広い製品ラインナップを活用し

たモジュール・システム提案
⚫ グローバル販売ネットワーク

⚫  半導体グローバルトップからの強い信頼
⚫ 先進的な高精度技術
⚫ 顧客アプリケーションに対する深い知見

⚫ 幅広い製品ラインナップと高品質
⚫ 各種産業分野に広がる顧客基盤
⚫ グローバル製造・販売ネットワーク

外部環境/
事業機会

⚫ エネルギー価格と環境規制で省エ
ネ化・高効率需要の増加

⚫ 人手不足、人件費高騰で協働・サー
ビスロボット、AMR需要の増加

⚫ 生成AIやパワー半導体など新しい需
要拡大、それに伴う装置ごとの需要変
化

⚫省エネ化

⚫ コンポーネント販売からシステム
提供へ市場要求変化

⚫老朽化設備の保全・改修需要堅調

⚫ サーボ・高効率モータ対象のアプ
リケーション拡大

⚫ 欧州以外の地域への販売展開

⚫ 半導体の微細化・三次元実装加速によ
り精密位置決め装置、真空ロボット需
要拡大

⚫ 医療向けシステムにおける省エネ、省
ヘリウム対応の需要の増加

⚫ パッケージモジュール、保全ソリュー
ション需要拡大

⚫ 新興国市場エンドユーザ拡大によ
るドロップイン需要増加

リスク/
課題 ⚫ 開発遅延による市場参入機会損失

⚫  グローバルサービスおよびS/C拡充・
強化遅れによる機会損失

⚫米国関税政策によるS/Cリスク
⚫米中輸出規制による供給制約

⚫ 米国関税政策によるS/Cリスク
⚫ 資材価格高騰による価格競争力低下

重点課題
対応策

⚫グループ内協業の加速
⚫販売地域の拡大
⚫特定アプリケーション向け拡販

⚫ 次世代機開発の強化と米国評価・開発
センター活用

⚫ 省エネ対応の冷凍機システム拡販、省
ヘリウム対応の加速冷却ソリュー
ションの拡大による競争優位維持

⚫ 機種統廃合と価格改定による収益
力強化

⚫ 市場ごとの生産、供給能力強化
⚫ インストールベースビジネス強化

■重点投資領域と基盤事業領域における事業機会とリスク

※2022年度、2023年度はセグメント構成事業の組み替え前の数値
 （▶P25 「セグメント構成事業の組み替え」参照）

39 40住友重機械工業株式会社　統合報告書 2025 住友重機械工業株式会社　統合報告書 2025

Growth Strategy31 2 4 5 6Growth Strategy



インダストリアル マシナリーセグメント
インダストリアル
マシナリー
セグメント長
取締役専務執行役員

平岡 和夫

■2024年度業績と2025年度見通し
2024年度の受注高は、欧州における設備投資の冷え込

みに加え、半導体設備投資の停滞が響き、2,060億円とな
りました。売上高は、欧州を中心に受注残の減少が進み、
2,340億円となりました。営業利益は、プラスチック加工
機械の減少を中心に123億円、営業利益率は5.2％となり
ました。

2025年度の受注高は、プラスチック加工機械において
欧州の底打ち、国内市場の回復に加え、半導体および医療
案件も回復を見込み2,520億円を予想しています。売上は
前年度比微増となりますが、半導体関連の減収などから営
業利益は同減少を予想しています。
■受注高、売上高および営業利益推移

■2025年度業績予想と中計数値目標

■中計26基本戦略

重点投資領域に位置付ける半導体関連（イオン注入装置、
レーザアニール装置、MCZ超電導マグネットなど）、先端
医療機器（がん治療装置、がん診断装置など）において成
長に向けた増産対応投資、競争力強化に向けた開発投資を
実施します。一方、基盤事業領域では、機種ポートフォリ
オの見直しや不採算機種の整理などを通じて、稼ぐ力の再
構築を図ります。

■2030年目指す姿

グローバル成長市場に先端技術で応え、進化するポートフォリオによる高収益事業体を目指します。重点投資領域へ積
極的に投資を行い、競争力の強化を図っていきます。

■事業ポートフォリオイメージ

億円 %受注高億円 売上高 営業利益 営業利益率
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※2022年度、2023年度はセグメント構成事業の組み替え前の数値
　（▶P25 「セグメント構成事業の組み替え」参照）

「中期経営計画2026」基本戦略
⚫ 重点投資領域：競争優位性のある領域で勝ち切る
⚫ 基盤事業領域：プラスチック加工機械事業の構造改革の実行

グローバル成長市場に先端技術で応え、進化するポートフォリオによる高収益事業体

半導体
医療

    
■重点投資領域
　半導体関連
　• 顧客需要の回復に対応する生産能力の増強、新規装置上市により事業拡大
　先端医療機器
　• 陽子線治療システム、BNCT（ホウ素中性子捕捉療法）システムの安定的な
       案件獲得と保守サービス事業の強化により緩やかに成長
■基盤事業領域
　樹脂（プラスチック加工機械）
　• 事業構造改革の実行による収益基盤の強化
　金属分野
　• 事業の統合・効率化、STAF（Steel Tube Air Forming：新塑性加工）量産化により収益拡大

2023年

収益性

2026年2024年 2030年

金属

樹脂

2024年度 2025年度予想 2026年度目標
受注高（億円） 2,060 2,520 2,750

うちプラスチック加工機械 898 990 1,050
売上高（億円） 2,340 2,370 2,750

うちプラスチック加工機械 925 950 1,050
営業利益（億円） 123 110 220
営業利益率（％） 5.2 4.6 8.0

ROIC（％） 5.2 4.4 8.5

重点投資領域 基盤事業領域
半導体関連 先端医療機器 プラスチック加工機械

強み
⚫  先端プロセスに対応できる応用技術力
⚫ 柔軟なカスタマーサポートサービス対応
⚫ イオン注入とレーザアニール相互に

補強された顧客チャネル

⚫ 次世代陽子線治療システム導入によ
るプレゼンス向上

⚫  BNCTシステムの大電流化による深
部がんへの適用範囲拡大

⚫ 成形不良率の低減や省エネを実現
する高い技術力

⚫ 顧客の困りごとを解決する高い組織力
⚫ 多様なニーズに応える機種展開

外部環境/
事業機会

⚫  生成AI関連が半導体需要を牽引する
が、それ以外の市場では需要の回復が
鈍く、顧客設備投資に遅れ

⚫  2025年後半からプラス成長回帰を予測
⚫ 中国市場は変わらず最大市場である

ものの米国による関税などブロック
化のリスク

⚫ 日本・アジアを中心に案件計画活況
も、コスト高騰により案件延期傾向

⚫  BNCTシステムは高い関心が維持さ
れ、国内 /海外で規格、ガイドライン
の制定が進行中

⚫  政府の景気刺激策による中国市場
の需要回復も他地域は需要低迷が
続く

⚫  欧州市場は自動車市場縮小の影響
継続により需要低迷長期化、アジア
製電動機の進出により競争激化

⚫  新規素材・プロセス開発による適用機
種の拡大

⚫ プロセス先端化によるレーザアニー
ル需要増加

⚫ グローバルトップユーザーとのプロ
セス開発

⚫  放射線治療における適用疾患部位の
拡大

⚫ 新興国の医療インフラのさらなる整
備、先進国での医療高度化

⚫  最終製品の軽量化やカーボンニュー
トラルに貢献する製品の需要増加

⚫ 電動化の進行による市場機会の拡大

リスク/
課題

⚫  半導体プロセスの技術変革に対する
開発投資の継続とスピードアップ

⚫ 半導体市場の回復が想定より遅れる
可能性

⚫ 建築コスト高騰による案件の延期、消滅
⚫ 固定式ガントリーを用いた競合製品

の台頭
⚫ 適用範囲の早期拡大 (脳腫瘍・髄膜腫

など )

⚫ 米国による相互関税政策が市況へ
与える影響

⚫ 需要低迷下における価格競争の激化
⚫ 欧州市場の縮小とアジア製成形機

の進出拡大

重点課題
対応策

⚫差別化商品の開発による競争力強化
⚫  イオン注入とレーザアニールとの事

業統合によるシナジー創出
⚫   LASSE社のチャネルを通じたグロー

バル展開強化

⚫ 陽子線治療システム（超電導型）、BNCT
システム（次世代大電流型）の拡大戦
略、実行

⚫  核医学治療分野（内用療法など）の開
発促進

⚫ 機種整理と業務プロセス変革
⚫  Demag社の構造改革実施による

収益性改善

■重点投資領域と基盤事業領域における事業機会とリスク

・半導体
パワー半導体向けイオン注入装置（SMIT※）
高温注入技術の完成
次世代イオン注入装置（SMIT）
メモリ市場を対象とした装置開発の完遂と客先評価の実施
レーザアニール装置（LASSE）
欧州半導体大手顧客へのチャネル獲得

・半導体関連事業売上額合計（概数）
・サービス

プラスチック加工機械
改造売上案件の管理
ベトナム、インドネシア、中国への部品販売活動の推進
イオン注入装置（SMIT）
アジア圏のサービスサポート体制確立
先端医療機器
海外本体売上拡大と保守案件による利益確保

※住友重機械イオンテクノロジー (株)

・先端医療機器
陽子線治療システム
次世代陽子線治療システムの確実な受注

BNCTシステム
深部がん適用拡大
SHI-USAとの連携による米国展開

1,000

500

0
2022年度
実績（9m）

2023年度
実績

2024年度
実績

2025年度
予想

2026年度
目標

3-4Q
1-2Q
通期単位：億円

650

930 980 1,060
1,240

■事業戦略
半導体は、新規イオン注入装置の開発や今年度より当社グループとなったLASSE社を通じた欧州半導体大手顧客チャネル

の獲得、イオン注入装置とレーザアニール装置の事業統合によりさらなる事業拡大を図ります。
先端医療機器は、陽子線治療システム、BNCTシステムの案件獲得を進めるとともに、適用部位の拡大などを通じ、さらな

る競争力向上を図ります。また各事業におけるサービス事業を強化し、収益改善を図ります。

※2022年度、2023年度はセグメント構成事業の組み替え前の数値
 （▶P25 「セグメント構成事業の組み替え」参照）
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ロジスティックス & コンストラクションセグメント
ロジスティックス &
コンストラクション
セグメント長 
常務執行役員

続木 治彦

■2024年度業績と2025年度見通し
2024年度の受注高は、米国と国内市場を中心に、油圧

ショベルの需要減少が見られ3,397億円となりました。売
上高は、クレーンは受注残があり増加しましたが、油圧ショ
ベルの受注減により、3,925億円となりました。営業利益
は253億円、営業利益率は6.4 ％となりました。

2025年度の受注高は、米国市場における油圧ショベル
の需要回復に加え、建設用クレーンおよび産業用クレーン
ともに安定的に推移する見通しから、4,120億円を予想し
ています。売上高は前年度比で微増となりますが、機種構
成差の変動に伴い、営業利益は同横ばいの見通しです。

億円 億円受注高 売上高 営業利益 営業利益率
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■2030年目指す姿

事業活動を通じて企業価値と社会価値の同時実現を指向しつつ、業界で明確な競争優位を担保できる比類なき事業集団を
目指します。事業計画とそれを実現させる戦略の方向性として、①重点投資領域では開発戦略を、②基盤となる事業領域で
は販売戦略と生産戦略を掲げています。

■事業ポートフォリオイメージ

技術革新により、人と環境に優しい物流&建設機械で社会インフラを築く事業集団

収益性

2023年 2024年 2026年 2030年

建設用および
産業用クレーン

油圧ショベル

■基盤事業領域
　共通
　• 先進国での収益拡大
　• 最適なグローバル生産体制の構築

　建設機械（油圧ショベル、建設用クレーン）
　• 新機種投入による差別化と収益性改善

　物流機械（産業用クレーン、物流システム）
　• ＤＸ活用によるサービス高付加価値化

■受注高、売上高および営業利益推移 ■2025年度業績予想と中計数値目標
2024年度 2025年度予想 2026年度目標

受注高（億円） 3,397 4,120 4,350
うち油圧ショベル 1,638 2,320 2,600

売上高（億円） 3,925 3,980 4,330
うち油圧ショベル 2,215 2,230 2,600
営業利益（億円） 253 250 270
営業利益率（％） 6.4 6.3 6.2

ROIC（％） 7.6 7.0 8.0

■中計26基本戦略

重点投資領域に位置付ける「ロボティクス・自動化」分野では、
油圧ショベルとクレーンの両機種で強みを持つ電動化、遠隔・
自動化（制御技術）、DXを活用した高付加価値製品やサービス
の提供を強化します。

また、国内外計7つの生産拠点を活用し、グローバルの需要
変動に柔軟に対応可能な「最適生産体制」の構築を進めています。

「中期経営計画2026」基本戦略
⚫ 重点投資領域：社会課題解決に向けた電動化、遠隔・自動化、DX 

などの先進技術開発を推進
⚫ 基盤事業領域：日米欧先進国市場での収益確保とグローバル生

産体制の構築

重点投資領域 基盤事業領域
ロボティクス・自動化 建設機械（油圧ショベル、建設用クレーン） 物流機械（産業用クレーン、物流システム）

強み
⚫  セグメント内で共通する要素技術を他

機種で展開可能
⚫ グループ内バリューチェーンによる要

素技術開発

⚫ 直接サービスによる手厚い対応
に対する顧客評価

⚫ 性能品質で差別化された高付加
価値製品とブランド

⚫  すり合わせによる高度なエンジ
ニアリング能力

⚫  先進的かつ高度な遠隔、自動化技術
⚫  きめ細かい高付加価値サービス

の提供

外部環境/
事業機会

⚫ カーボンニュートラル対応への要求大
⚫ 生産性向上、安全、省人化ニーズの増加

⚫ 国内需要は底堅い
⚫ 北米需要は2025年下期以降に回

復見込
⚫ 産業用クレーンの更新需要継続
⚫  物流効率化需要は堅調

⚫    電動建機や ICT建機の使用や購入に対
する政府支援

⚫  AI技術の進展
⚫バッテリー技術の進化

⚫ 工事の安全性向上、コスト削減、
工期短縮の要請

⚫ 建設現場での慢性的な労働力不
足・労働者の高齢化

⚫ ゼネコンのカーボンニュートラ
ル取り組み加速

⚫  カーボンニュートラル取り組み
（電炉化 /再エネ化）加速

⚫  労働人口減少による多様なニー
ズ（自動化、労働環境改善など）

⚫  物流搬送における効率化（省人・
省スペース）

リスク/
課題

⚫  機能安全、セキュリティ対応
⚫  AIスタートアップの参入やゼネコンと

の協業
⚫  共通プラットフォームの開発・利用によ

る高品質・高効率な開発
⚫内製差別化要素技術の確立

⚫  価格競争激化（低価格製品の上位
市場参入）

⚫ グローバルな政治動向がS/Cに
影響

⚫  資機材高騰による設備投資減速、
延期

⚫ 低価格海外メーカーの参入（物流
システム）

重点課題
対応策

⚫ セグメントに開発センタ―整備
⚫  共通技術（電動化・遠隔、自動化・DX）

開発促進

⚫ 新機種投入による差別化と収益
性の改善

⚫  横須賀製造所などの活用による
最適生産体制の構築

⚫ 産業用クレーンの遠隔、自動化展開
⚫   DX活用（SIRMS）によるサービ

ス高付加価値化

■重点投資領域と基盤事業領域における事業機会とリスク

・サービス
大型クレーン
DX（住友重機械グループ専用クラウド：SHICuTe）を活
用した大型クレーン生産性向上支援ツール：SIRMSによ
る高付加価値化の展開によるサービス強化
物流業界における人材不足から、改造需要が大幅増加

■事業戦略
「ロボティクス・自動化」では13.5トンの電動ショベルを開発し、デモ機を展示会に出展しました。
遠隔・自動化RTGでは、自動化とカーボンニュートラルによる差別化開発を実施しています。
サービス分野では、グループ専用クラウドを活用した大型クレーン生産性向上支援DXツールなど、高付加価値サービス

を提供し、事業強化を図ります。

・ロボティクス・自動化
13.5トン電動ショベル
開発済みの7.5 トン機に続き、13.5 トン機を開発中、
今後販売予定（国際建設・測量展（2025年6月幕張メッ
セ）にデモ機を出展）
カーボンニュートラルへ対する顧客需要の高まりへ対応
ARTG：遠隔・自動化RTG
             （Automatic Rubber Tired Gantry crane）
自動化とカーボンニュートラルによる商品差別化開発を実
施し、有人トラック移載も含めた自動製品として開発中

13.5トン電動ショベル 遠隔操作RTG
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■2024年度業績と2025年度見通し
2024年度の受注高は、国内バイオマス発電設備案件の獲

得などから1,418億円となりました。売上高は、エネルギー
プラントは減少しましたが、その他の事業で案件の増加に
より増加し1,820億円となりました。営業利益は、LAESの
事業化に向けた開発費増加などにより38億円、営業利益率
は2.1 ％となりました。

2025年度の受注高は、国内外においてバイオマス発電設
備の案件獲得に加え、大型構造物などの受注獲得などから
前年度比で増加すると予想しています。当年度売上対象案
件の減少により売上高は減少しますが、LAES開発費の減少
から営業利益は増加する見通しです。

■中計26基本戦略

バイオマス発電や、CCU、ガス化によるバイオマスを原
料とする持続可能燃料（SAFなど）製造などの技術開発を
手掛ける「カーボンニュートラル事業」、およびLAESや洋
上風力設備向け基礎構造物の事業化などを含む「再エネ促
進事業」を重点投資領域と位置付け、事業化に向けた投資
を行います。基盤事業領域では、サービス事業の強化を図
ることで、収益力の強化を図ります。

億円 受注高 売上高
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エネルギー ＆ ライフラインセグメント
エネルギー &
ライフラインセグメント長 
代表取締役専務執行役員
小島 英嗣

「中期経営計画2026」基本戦略
⚫ 重点投資領域：カーボンニュートラル事業、再エネ促進事業の

次世代中核事業の育成・事業化推進
⚫ 基盤事業領域：ボイラ事業の構造改革の実行、機能強化・提案メ

ニューの拡充など、サービス事業強化

■2030年目指す姿

「脱炭素エネルギー」と「資源循環」を軸として、事業転換とその強化拡大を図ります。CO2 排出分野でのカーボンリサイ
クル（回収・再利用）技術の確立と事業化の推進と、エネルギー貯蔵設備や洋上風力発電などの活用による再生可能エネルギー
促進事業拡大へ取り組みます。

これら2つの領域でソリューションプロバイダーとして顧客価値を創造し続けることを目指します。

■事業ポートフォリオイメージ

カーボンニュートラル事業と再エネ促進事業を軸とした、脱炭素エネルギー・資源循環領域のソリューションプロバイダー

重点投資領域（次世代中核事業）

LAES
CCU※、ガス化

サービス事業
収益性

2023年 2024年 2030年

基盤事業領域
収益性

2023年 2024年 2030年

洋上風力発電
設備向け基礎構造物

化学・水処理・
食品

※Carbon Capture and Utilization

■重点投資領域（次世代中核事業）
　再エネ促進事業
　• 新技術（LAES（液化空気エネ
       ルギー貯蔵システム）など）を
　　用いた分野の事業化推進
■基盤事業領域
　• サービス事業強化を中心に、
　　安定した収益基盤の構築

■受注高、売上高および営業利益推移
■2025年度業績予想と中計数値目標

重点投資領域 基盤事業領域

カーボンニュートラル事業 再エネ促進事業 化学機械・水処理・食品機械
発電ボイラ

強み
⚫  各要素技術に特化した高効率化技術
⚫ 豊富なエンジニアリング経験に基づくEPC能力
⚫ 大型構造物製造で培ったモノづくり力と品質力
⚫ 長年の維持管理運転業務で蓄積したO & Mノウハウ

外部環境/
事業機会

⚫ 気候変動リスクによる脱炭素政策強
化の流れは顕著

⚫   CO2 分離回収およびその利用に関
する技術開発と基盤整備が進む

⚫ 再生可能エネルギーの活用と資源の
循環利用促進に向け、政策および官
民資金動員計画は促進

⚫  それに伴う各種投資計画検討も加速
の方向

⚫ 化学、水処理に関しては、需給バ
ランスの不安定さは残るものの市
況は好転の兆し

⚫ 国内外ボイラ市況は、EUインフ
レ長期化、バイオマス燃料価格の
高騰などの影響を受け減速

リスク/
課題

⚫  技術開発・協業体制構築の遅れ
⚫ 炭素事業推進モデルの整備停滞
⚫ 洋上風力発電の導入計画遅れ

⚫ 市況低迷下での安定受注
⚫ 規制や外部環境変化に伴う需要変

化への対応

重点課題
対応策

⚫  CO2 分離回収の実証完了
⚫   CCU、ガス化技術の確立
⚫  カーボンネガティブ技術実証
⚫ 地域連携カーボンマネジメント事業

検討への参画

⚫  LAES実証設備の商用運転開始と事
業モデル構築推進

⚫  洋上風力基礎構造物事業化に向けた
営業力強化によるS/C早期構築・生
産体制整備

⚫ ボイラ燃料転換改造提案の推進
⚫ セグメント内ビジネスユニット間

の連携とリソース拡充によるサー
ビス事業強化

■重点投資領域と基盤事業領域における事業機会とリスク

2024年度 2025年度予想 2026年度目標
受注高（億円） 1,418 1,930 1,950
売上高（億円） 1,820 1,770 1,700

営業利益（億円） 38 70 70
営業利益率（％） 2.1 3.9 4.1

ROIC（％） 2.6 3.4 4.0

・エネルギー・プラント（ボイラ）
サービス（TMU（燃料転換改造提案）、ベーシックメン

テナンス）
拠点拡充での日常点検、既納ボイラ補修提案の強化に加
えて他社製ボイラ含めた定期検査業務の範囲拡大を狙う
化石燃料ボイラ保有顧客に対する燃料転換改造などの大
型改修サービス需要を掘り起こす

■事業戦略
サービス事業強化として、ベーシックメンテナンスや運転管理など従来のサービス活動に加えて、ボイラの燃料転換改造に

よる脱炭素化提案などの事業の拡大策を図ります。再エネ促進事業では、建設中のLAES実証機の商用実証運転開始により、
事業化モデルの構築を進めます。
　また洋上風力基礎構造物の量産化に向け、生産体制の整備強化に取り組んでいきます。

・再エネ促進事業（LAES 、洋上風力）
LAES 市場参入に向けた実証設備建設・試運転
広島ガス（株）内に建設中の実証設備は主要設備の納入
を完了し 2025年度試運転開始予定
複数のFS契約を通じ事業モデルを構築中

洋上風力基礎構造物の量産化へ向けた基盤整備
セグメント内コンピタンスの結合によりシナジー創出
基礎構造物の量産化に向け、生産体制の強化整備を推進

燃料転換提案により化石燃料ボイラ保有顧客の脱炭素化を
実現（TMU）

Technology
Modernization &

Upgrades

100-300MW
微粉炭焚ボイラ

50MW以下
化石燃料ボイラ

BFBボイラ
へ改造

CFBボイラ
へ更新

愛媛製造所（西条工場）

大型圧力容器製造で蓄積した
極厚円筒形構造物加工・製缶・溶接技術

船舶エンジニアリングおよび重塗装を伴う
大型構造物の建造・量産技術

世界No.1のCFBボイラ納入実績、および30件超のBFB改造実績に基
づくバイオマス対応燃料転換提案

横須賀製造所（横須賀造船所）

洋上風力事業推進PJ
協業・相互シナジー
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